
平成19年９月橋本市議会定例会会議録（第４号）の４ 

平成19年９月12日（水） 

                                           

○議長（中上良隆君）順番17、５番 中西峰

雄君。 

〔５番（中西峰雄君）登壇〕 

○５番（中西峰雄君）それでは一般質問を始

めさせていただきます。私の一般質問は３点

でございます。 

 まず１番目の質問は、市税徴収と滞納処分

としての差し押さえとインターネット公売に

ついてということでございまして、市税の滞

納は自治体にとりまして大変悩みの種でござ

います。徴収率をいかに上げるかは自治体に

とって大きな課題であります。そこで以下お

尋ねいたします。 

 １、滞納者は、税金だけでなくて各種公共

料金、水道代であったり下水道代であったり、

あるいは保育料であったり給食代等も、ある

いは家賃もそうですけども、滞納しているこ

とが多うございます。機構的にこれら徴収業

務というものを一本化した部署を設けてやっ

ておられる自治体もあるというふうに聞いて

ございます。このことにはメリットもあると

思うんですけども、これについていかがお考

えか所見をお尋ねいたします。 

 ２番目ですけども、市税及び国保税の滞納

件数、滞納額、滞納者一人当たりの平均滞納

額はどうなっているかについてお尋ねいたし

ます。 

 ３番目、滞納者に対する徴収対策はどうな

っていますか。 

 ４番目、滞納者に対する滞納処分として、

差し押さえ物件の換価、現金化といいますか、

お金にかえる手続きが困難でありますことか

ら、本市ではこれまでほとんど行われており

ませんでした。しかしながら、最近積極的に

差し押さえを行い、しかもインターネット公

売で換価する自治体が急増してございます。

本市におきましても、積極的な差し押さえと

インターネット公売を活用されることを提案

申し上げます。 

 ２、退職給与引当金と財政規律についてで

ございます。この質問は、私がもう何年も前

から何回かさせていただいておりますけども、

なかなかご理解いただけないところでござい

ます。 

 １番、退職給与引当金制度があったとした

ら、ないんですけども、国もありませんし、

県もありませんし、多くの自治体もありませ

ん。そういう中で本市だけがないというわけ

ではないんですけれども、もし近代会計学に

基づく引当金制度というものがあったとした

ら不足金額はいくらになるのでしょうか。そ

してまた毎年必要となる引当金はいかほどで

しょうか。 

 ３番、近代会計学の考え方というのはこう

いうことなんですね。退職金というのは給与

の後払いでありまして、年度ごとに発生して

いる費用あるいは債務なわけですね。ですか

ら、それを当然、費用をその当該年度に計上

していくというのが妥当であるという理論に

基づいて、この退職給与引当金という制度が

あります。この考え方からいきますと、行政

だけがその例外としてきているわけです。国

もそうですし各自治体でもそうです。そうい

うことは公会計の財政規律をゆがめてまいり

ましたし、そして負担の先送り体質をもたら

してきたというふうに言えると思います。 

 本市が財政危機に陥りまして合併のやむな

きに至ったという大きな原因の一つも、この

退職金の引当がなかったということでござい

ました。いまだにこの過去の教訓から本市は
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何も学んでいないように私には思われます。 

 大変財政逼迫の折でございますので、無理

難題という印象を持たれることもあるかもし

れませんけども、持たれるかとは思いますけ

ども、この退職給与引当金制度というものが

健全な財政規律の維持に不可欠なものである

というふうに考えておりますので、当局のお

考えをお尋ねいたします。 

 その次、３番でございます。市民の意見を

聞く（仮称）市民会議についてでございます

けれども、増大する住民ニーズの優先順位の

調整と財政規律の堅持というものは、行政に

とって最も困難な課題の一つであろうと思い

ます。その調整をするのは市長であり、この

議会であるわけですけども、私、２期８年間

務めさせていただきましたけども、大変市長

と議会だけで物事を決めていくことに大きな

限界があるというふうに感じてございます。 

 それで、これはどういうことかといいます

と、民主主義といいますか議会制民主主義と

いうものはすばらしいものなんです。すばら

しいものなんですけども、イギリスのチャー

チルという首相がおりまして、大戦前に言っ

た言葉がございます。それは「民主主義は最

悪の政治制度である。しかし、その他のどの

制度よりもすぐれている。」というふうに言い

ました。これも民主主義の限界を踏まえた言

葉かというふうに思いますし、あるいは世界

で最も民主的な憲法と言われましたワイマー

ル憲法のもとでナチスが台頭してきたという

ことも議会制民主主義の限界を示しているの

でありましょうし、あるいは我が国の戦前に

おきます帝国議会におきまして、軍部の抵抗

に抗すことができずに戦争に突入してしまっ

たということも議会制民主主義の限界を示し

ているのではなかろうかというふうに思いま

す。ですから、議会制民主主義はすばらしい

ものなんですけれども、その限界というもの

も考える必要があるのではなかろうかなとい

うことでございまして、それが近年パブリッ

クコメントであるとかパブリックインボルブ

メント、先日も話が出ましたけども、あるい

は市民参加型行政などと言われているのも、

そういう欠陥を補う必要があるからだという

ふうに考えられます。 

 そこで、これは提案でございます。公募に

よる市民によって構成される（仮称）市民会

議を立ち上げて、各事業や予算が全市的視点

から本当に優先順位の高い必要不可欠なもの

かどうかを検討し答申してもらうシステムが

何らかの形で要るのではなかろうかなという

ふうに考えます。大変具体化には難しい点が

多いのは承知してございます。具体的に私の

イメージの中にあるのは、改革市長として名

高い前太田市の市長、清水市長の持たれた会

議でございますけれども、これも市長がかわ

るとすぐに廃止されました。やはり難しかっ

たということだと思います。しかし、そうい

う事例もございます。そういう中で当局の基

本的な考え方をお尋ねいたしたいと思います。 

 答弁のほうを簡潔明瞭にお願いいたします。 

○議長（中上良隆君）この際、５番 中西峰

雄君の一般質問に対する答弁を保留して、午

後１時まで休憩いたします。 

（午前11時54分 休憩） 

                     

（午後１時00分 再開） 

○議長（中上良隆君）休憩前に引き続き会議

を開きます。 

 日程に従い一般質問を行います。 

 ５番 中西峰雄君の答弁からよろしくお願

いいたします。 

 市長。 

〔市長（木下善之君）登壇〕 

○市長（木下善之君）それでは、中西峰雄議

員の質問にお答えをいたします。 
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 自治体の運営については、議会の議員及び

長は、住民自らが選挙したものである以上、

基本的には住民多数の意志を反映してなされ

ているものであります。しかしながら、現在

の地方自治は、三位一体改革などにより、自

治体の効率性、規模の合理性が第１に追求さ

れており、住民による自治の視点も大切です

が、団体における自治の効率化が重視される

傾向にあります。また、間接民主主義の欠陥

を補強し、住民自治の徹底を期すために、地

方自治法では条例の制定または改廃などの直

接請求が認められていますが、これを行うに

はかなりの時間と労力が要すると感じます。 

〔企画部長（吉田長司君）登壇〕 

○企画部長（吉田長司君）市税徴収と滞納処

分としての差し押さえとインターネット公売

についてお答えいたします。 

 市税徴収率の向上は、税負担の公平性の確

保はもとより、国の三位一体改革により地方

税源移譲がなされたことから、地方行政とし

て自主財源確保の面からもますます重要な課

題となっていると認識しております。 

 議員おただしの１点目の税をはじめとした

各種公共料金、保育料、給食費などの徴収業

務一本化につきまして、徴収という点におい

ては共通の業務であり、効率面での追求が可

能かと思われますが、その滞納処分に至るま

でにはそれぞれの根拠法規も異なり、本市に

おいては保育行政や教育行政等の一環として

サービス提供と一体的な徴収業務を実施して

いるところであります。そこで、徴収業務を

一本化することは滞納者の情報を一本化する

点では有効と考えますが、整理すべき課題も

多くあると考えます。本件につきましては、

他市の事例等を参考とし、また本市が現在取

り組んでおります行財政改革とも照らし合わ

せ、そのメリット、デメリットを研究してま

いりたいと考えております。 

 こうしたことから、住民の視点に立ったま

ちづくりを推進するために、他の自治体にお

いては公募委員らで構成される委員会がまち

の基本的な政策や施策、地域の課題やまちづ

くりについて提案を行っている事例がござい

ます。 

 議員ご提言の市民会議については、さらに

住民参加の権利をより具現化した制度である

と考えますが、委員の選出方法あるいは権限

の範囲、議会との兼ね合いなど課題も大変多

いと認識いたしておるのであります。住民主

体のまちづくりを進めるためには、情報の共

有に始まり、住民参加を柱とするさまざまな

仕掛け、仕組みを積み重ねることが大変必要

でありまして、本市においては、市民会議を

導入するには環境整備がまだまだ不十分であ

ると考えておるところであります。まずは市

民の市政への参画を促進する仕掛けの一つと

いたしまして、市民への意見募集、いわゆる

パブリックコメントについて、そのルールづ

くりを行い、市民との協働のまちづくりを推

進してまいりたいと考えております。 

○議長（中上良隆君）総務部長。 

〔総務部長（中山哲次君）登壇〕 

○総務部長（中山哲次君）続きまして、市税

徴収と滞納処分としての差し押さえとインタ

ーネット公売について、２点目についてご答

弁をさせていただきます。 

 本年７月時点のデータでは、一般会計に属

する市税の滞納者は3,553人、滞納額は８億

4,069万241円、国保税につきましては、滞納

者2,081人、滞納額４億3,744万2,721円と把握

しており、一人当たりの平均滞納額は、一般

会計に属する市税は23万6,614円、国保税につ

いては21万208円となっております。 

 以上でございます。残余の件につきまして

は、担当参与よりお答えをいたします。 

○議長（中上良隆君）企画部長。 
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 ３点目の市税滞納者に対する徴収対策とし

ては、個別の文書、電話や訪宅による納税指

導、８月より行っております休日・夜間の納

付、納税相談窓口の開設、期間を定めた徴収

強化特別対策といたしまして、本年４月から

５月にかけて行った部課長による一斉徴収、

現在８月20日から１カ月間として税務課、保

険年金課、介護高齢課の課税担当課との合同

徴収を実施しているところでございます。本

年12月には、総務部６課による年末一斉徴収、

来年３月には保険年金課との国保税の合同徴

収等を予定しているところです。昨年度より

引き続いて和歌山地方税回収機構への大口悪

質滞納者をはじめとした移管による滞納整理

を行い、また紀北県税事務所の県税徴収担当

部門との連携によります徴収や、地方税法第

48条に基づく都道府県民税の特例を活用した

給与・預貯金の流動資産に対する強制執行を

実施し、滞納の解消に向け取り組んでいると

ころでございます。 

 ４点目の議員おただしの差し押さえとイン

ターネット公売につきましては、その合理性

と有効性について昨今マスコミ等で取り上げ

られ、本市も関心を持っており、担当職員が

研修会などに参加し、勉強・研究に着手して

いるところでございます。ただ、インターネ

ット公売は公売の一つの手法であり、議員ご

指摘のとおり、本市の場合、差し押さえ及び

公売につきましての経験がまだまだ浅く、ま

ず差し押さえ及び公売の基本的な技術習得、

スキルアップを急ぐことが必要であり、本年

10月から和歌山地方税回収機構に短期スタッ

フとして職員１名を派遣し、そのノウハウを

研修する予定でございます。今後、差し押さ

え及び公売、県との合同公売への参加やいわ

ゆるインターネット公売も含めた滞納処分を

適正かつ有効に実施すべく取り組んでまいり

たいと考えておりますので、ご理解のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 次に、退職給与引当金と財政規律について

のご質問にお答えをさせていただきます。退

職給与引当金は、企業にとってはいっときに

集中して退職が発生しては、企業の資金繰り

に悪影響を及ぼし、企業損益を悪化させると

して長期にわたって均等に費用化する手段で、

負債勘定として計上されるものであります。

しかしながら、国や地方公共団体等の会計、

いわゆる公会計は、明治時代に制定された収

支決算書をベースに現金主義、単式簿記と呼

ばれる記帳方式によって日々の会計処理が行

われ、年度中の収入と支出が表示される仕組

みで、大きな改革がなされないまま現在に至

っております。このことから地方公共団体は、

地方自治法及び同法施行規則に基づいた会計

処理を行っており、現行制度では民間企業会

計的な発想とは異なった現金主義の考え方か

ら公共団体では退職給与引当金を計上するこ

ととなっておりません。なお、現行の公会計

制度は、予算執行状況の把握に重点を置いた

ものであり、行政コストや将来の負債などを

加味したコスト情報などが明らかになってい

ないことから、平成18年８月31日に総務省が

策定いたしました「地方公共団体における行

政改革のさらなる推進のための指針」におい

て、地方公共団体に対しても民間企業会計と

同様に発生主義の活用及び複式簿記の考え方

の導入を図り、貸借対照表ほか３表の整備に

取り組むとされているところでございます。 

 なお、ご質問の退職給与引当金制度があれ

ば引当不足金額はいかほどかとのことでござ

いますが、前段でもお答えしたとおり、地方

公共団体は民間企業のように発生主義会計を

採用しておらず、引当金制度がないことから

明確な定義もございませんが、今後、新公会

計制度の導入に向け、その準備作業として理

論計算をしたところ、平成18年度末で約72億
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6,000万円、平成19年度末では約71億3,000万

円となります。また、本市には退職基金条例

はありますが、厳しい財政の現状から積み立

て残高も皆無となっておりますので、72億

6,000万円が引当金額になると考えます。 

 次に、毎年必要となる引当金につきまして

は、将来にわたる各年度ごとに積算してござ

いませんのでお答えできませんが、上記でお

答えした平成18年度及び平成19年度の退職給

与引当金を参考に、平成19年度で必要となる

割当金を計算いたしますと、約５億2,000万円

となります。 

 なお、本市が財政危機に陥り合併に至った

要因は、決して退職金の増加だけの要因では

ございませんけれども、団塊世代の退職を迎

え退職金総額も年々増加していることから、

財政状況の悪化の一つの要因となっているの

は事実でございます。今後、財政状況を十分

見きわめた中で、少しでも退職基金に積み立

てが可能であると判断した場合には積極的に

積み立てを行ってまいりたいと考えておりま

すので、議員のご理解を賜りますようよろし

くお願い申し上げます。 

○議長（中上良隆君）５番 中西峰雄君、再

質問ありますか。 

 ５番 中西峰雄君。 

○５番（中西峰雄君）ありがとうございまし

た。 

 それでは、１番目の滞納について、市税徴

収につきまして再質問させていただきたいと

思います。 

 本当に市の市税の徴収業務にかかわってい

ただいている職員の方々に、そのご苦労に対

してまずはお礼申し上げたいと思います。本

当に日々ご苦労さまでございます。 

 ただ、答弁の中にもございましたけども、

これは本市だけではなくて全国的に徴収率の

低下に悩んでいるというのが実態でございま

して、本市もそのとおりでございます。先ほ

どの答弁いただきますと、市税の滞納だけで

８億4,000万円、国保税が４億2,000万円を超

えるというような数字で、かなり大きな数字

になってございます。税の公平性とか、これ

からまた地方自治の中で自立をめざしていか

なければならない私どもとしては、税の徴収

率をいかに上げていくかと、あるいは効率化

を図っていくかということが本当に大事な喫

緊の課題であろうというふうに考えて今回の

質問をさせていただいたわけです。 

 その中で、従来なかなか滞納処分という法

的な手段に出ていただいてなかったと思うん

です。それはいろんな事情があって、滞納処

分のノウハウの問題もございますし、それと

やはり徴収をする相手方が、市が提供するサ

ービスの受け手であるという難しさもあろう

かと思いますし、顔が見え過ぎるという部分

もあるのかなというふうに思うんですけれど

も、ただ、督促とか何度も徴収に出向くとい

うことでご苦労いただくだけでは、もう徴収

率の大きなアップというのは期待できないだ

ろうというふうに考えております。その中で

やはり法的な手段に打って出るということが

必要で、今、回収機構等に委託された分も、

そういうことでやられていると思うんですけ

ども、その中でまず現金債権の差し押さえの

状況が一体どうなっているのか。現金債権と

いうのは給与、生命保険、それからそのほか

の現金の債権でございますけども、銀行預金

もそうです。その差し押さえ、滞納処分の状

況はどうなっているか。これは比較的換価処

分というか現金化に困難のない債権でござい

ますので、どうなっているのかということと、

それから不動産と動産に関する滞納処分のこ

れまでの取り組みはどうなっているのかとい

うことも質問させていただきたいと思ってご

ざいます。 
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 基本的には、それと滞納処分ということで

いいますと、何回か督促状をお出しになった

り電話で督促されたり、あるいは訪宅された

りということをされているんですけれども、

これがどの程度の期間されているのかな。と

いうのは、最終的にはやはり滞納処分で強制

的に持っていかれるよと言われる、おどしと

いうとあれですけども怖い部分がないと、た

だ払ってくださいよということのお願いだけ

ではなかなかいかないと。それと従来延滞さ

れているというか滞納されている方々に対し

て分納という形をとっておられると思うんで

すね。分納という形をとっておられたら、

1,000円でも払っておれば、まあしゃあないか

みたいな雰囲気がなきにしもあらず、恐らく

私はあるだろうというふうに個人的に思って

おるわけです。ですから、滞納処分までいか

ない徴収の期間なりプロセスなりをどうされ

ていて、滞納処分にいくという設定を、どう

いう手続きを踏んでどういう期間が終わると

滞納処分にかかりますよということをはっき

り明確に納税者の方にお示しする必要がある

んじゃないかなというふうに考えております

ので、その点再質問させていただきます。 

○議長（中上良隆君）総務部長。 

○総務部長（中山哲次君）お答えをさせてい

ただきたいと思います。 

 まず１点目の預貯金、給与等の差し押さえ、

債権の取り扱いについてどうなっておるのか

というおただしかと思いますけれども、近年、

橋本市におきましては、預貯金、それから給

与の差し押さえに着手いたしております。そ

れで、そこに至るまでのプロセスはあるわけ

でございますけれども、直接給与支払い者の

ほうから徴収させていただくなり、預貯金の

場合ですと金融機関からこちらのほうへ差し

押さえさせていただいて納めていただくとい

うことで、これは現在、精力的に取り組んで

おりまして、その効果も出てきてございます。 

 あと動産に対する取り組みはどうなってお

るのかというおただしでございますけれども、

何分不動産につきましては、当然同じように

差し押さえもできるわけでございますけれど

も、滞納者の物件につきましては、ほとんど

抵当権が設定されておるという状況がござい

ます。そのために差し押さえしまして換価し

ましても配当がないということで、税の担保

としての差し押さえにとどまっておるという

のが動産関係の状況でございます。 

 それと滞納された方についてはどういう対

応、期間を設定しておるのかということでご

ざいますけれども、ずばり具体的に何カ月な

り何年以内という期間は設定はしてございま

せん。ただ、税法上は納期限を過ぎますと督

促発送から10日を過ぎた段階でそういう滞納

処分に至る手続きには移れることになってご

ざいます。本市におきましては催告書を行い

まして、あと電話での一斉通知といいますか、

依頼といいますか、それから納税相談、納付

相談という期間を設けまして、それでも反応

がなければ、先ほどご答弁させていただきま

したように預貯金の調査をさせていただいて、

また企業側に給与照会をさせていただいて、

差し押さえ可能なものにつきましては差し押

さえをさせていただいております。 

 分納で1,000円でもしょうがないのかなと

いう感覚でおるのではないかというようなお

尋ねでございますけれども、確かに分納誓約

を出していただく方については、私ども隅か

ら隅までチェックをさせていただいておりま

すが、最近失業者の方、それから年金生活を

されておる方の割合も結構多うございまして、

たしかに1,000円なり2,000円と少額の分納誓

約という方もおられます。そういう方々につ

きましては極力口座振替のお願いもし、こち

らのほうから納付書も郵送もさせていただい
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ておるという状況でございます。それでもな

おかつこちらの督促なり催告に応じていただ

けない方々につきましては、先ほどもご答弁

させていただきましたけれども、最悪の場合、

ご理解いただかなければ県の回収機構のほう

へも送らせていただきますという文書を本人

あてに通知もさせていただきまして、それで

もなおかつご理解賜らない場合は、回収機構

へ送らせていただいて、回収機構のほうでは

不動産も含めた差し押さえもさせていただい

ておるという状況でございます。 

 先ほどの給与の差し押さえについての件数

につきましては、今、調査しておりませんの

で、すぐお答えはできないかと思います。 

○議長（中上良隆君）５番 中西峰雄君。 

○５番（中西峰雄君）大変難しい業務に携わ

っていただいているということは重々承知し

た上で、あえて厳しいことを言わせていただ

いてございますので、その点はご了解いただ

きたいと思うんですけども、私が求めたいの

は、いろんな事情がありますけども、各滞納

者ごとの事情はある程度はしんしゃくする必

要もあるのはあるだろうと思うんですけれど

も、ある一定の基準といいますか、手続きと

いうものをちゃんとして、そして粛々と滞納

処分に入っていくという、そういうことをち

ゃんと決めていただきたいなということなん

ですよ。私が例えば滞納しておったとして、

そういうことはなくて、ただ払ってよ払って

よと言うてきたとしても、日々の支払い、生

活のお金をまず優先してしまうというのは、

多分そうなるだろうと思うんですね。私がそ

ういう立場にあればですね。だから、そうで

なくてやっぱり税金なり国保税なりは払わな

あかんのやと、何をさておいても払わなあか

んのやという気持ちになっていただくために

は、そうせんと差し押さえが来るよというこ

とでないとなかなか払っていただけないと思

うんです。実際、滞納者、生活困窮者、サラ

金等の多重債務者の生活実態を見ております

と、あんた、そんだけ借金しとるのに、そん

なぜいたくしとったらあかんがなというのも、

これはもう目にするところなんですよね。だ

から、やっぱりそういうことをきちっとして

いかないとなかなか徴収率のアップに結びつ

いていかないと思いますので、今は状況はそ

うですけども、今後そういう滞納処分に至る

プロセスなり期間なり、また期間ということ

でいいますと、自治体で１年督促をして支払

いがないときは、もう滞納処分にかかるとい

うことを決めていらっしゃる自治体もござい

ます。だから、私は１年ぐらいが本市でも妥

当じゃないかなというふうに思っておるんで

すけども、そういうことをするのかしないの

か、この点についてきちっとお答えいただき

たいと思うのと、もう一点は、インターネッ

ト公売。動産の差し押さえにつきましては、

動産を差し押さえても処分に困るといいます

か、金にかえることが難しいということで、

ほぼゼロだろうと思うんですよ。ただ近年、

このインターネット公売ということが出てき

まして、かなり少額の動産でも簡単に換価で

きているということがございます。見てみま

すと、例えばウイスキー３本セット２万円と

か、そんなのでもインターネット公売では売

れてます。売れてますというか換価できてお

ります。手続きも大変簡略でございますし費

用対効果も高いものでございますが、これに

ついて調査研究というか勉強していただいて

いるのはいいんですけども、常に仕事は期限

を設定して、いついつからスタートさせるん

やということをまず設定して取り組んでいた

だきたいと思うんですけども、この点につい

てご答弁を簡略にお願いいたします。時間が

ございませんので。 

○議長（中上良隆君）総務部長。 
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○総務部長（中山哲次君）簡略ということで、

プロセス、それから滞納処分に取り組む期間

につきましては、今この場で何カ月、何年以

内というご答弁はいたしかねるわけでござい

ますけども、税の公平性という意味からは、

当然そういうプロセスなり期間については決

めていく必要があるというふうには認識いた

しておりますので、県下では和歌山市、海南

市が非常に県の回収機構とあわせて独自の取

り組みを行っておりますので、その点早急に

構築していきたいというふうに考えておりま

す。 

 それから、インターネットの公売につきま

しては、先ほどもご答弁させていただきまし

たとおり、今現在のところは検討はしておる

んですけれども実務には移っていないという

状況でございますので、今現在、回収機構へ

も職員も派遣もしておりますし、県の職員が

地方税法48条の関係で橋本市へも派遣をして

いただいて、市県税の徴収にも取りかかって

おりますので、そういった中でインターネッ

ト公売についても前向きに検討させていただ

きます。 

○議長（中上良隆君）５番 中西峰雄君。 

○５番（中西峰雄君）答弁としてはちょっと

不満ですけど、前向いて取り組んでいただい

て、費用対効果も大変高いものですから、特

にインターネット公売なんていうのは何の問

題もない換価処分でございますので、早急に

できるようにしていただきたいと思います。 

 それと、この程度でこの点は終わらせてい

ただきたいと思うんです。ただ、一点だけ答

弁で再質問させていただいていないのは、機

構の一本化の話がございます。私はこの点に

ついてもかなり相当メリットは大きいという

ふうに考えてございますので、答弁から見ま

すと、お聞きしますと、今まであまり考えて

られないので、これも十分に検討していただ

きたいなということだけ要望させていただき

ます。とにかく８億円とかこんな滞納金額を

そのままにしておくということは絶対許され

ないことなので、大変厳しいというか難しい

業務でございますけども努力をお願いしたい

と思います。よろしくお願いします。 

 次に２番目の退職給与引当金の件に移らせ

ていただきますが、時間が押してますので、

できるだけ簡略にしたいと思うんですけども、

財政が大変厳しいというお話がずっと先日来

あるんですけども、これはいろいろあって厳

しくなっているんですけども、この退職給与、

近代会計学の考え方と全く違う前時代的な現

金主義の会計制度をとっておられますので、

既に公会計というのは時代に合わなくなって

いて、いろんなところで公会計改革というこ

とが言われているんですね。それで私、これ

をまず言いたいのは、近日も予算編成につき

ましてマイナスシーリングとか、それから枠

配分というようなことも出てございますけど

も、まず私は、これは要らん話をするかもし

れません。お許しいただきたいんですけども、

先週の新聞でこんな方のインタビュー記事が

ありました。ボストンコンサルティンググル

ープパートナー 秋池玲子さんというんです

けども、ご存じの方もいらっしゃるかもしれ

ません。産業再生機構で九州産業交通の企業

再生を手がけられて成功された方なんですが、

この人はこういうことを言うておられます。

一つは、「企業再生でやらなければならないの

は、まともな企業なら当たり前にやっている

ことを当たり前にやることだ。社内の管理会

計を明確にして、どの部門でどれだけの損益

が出ているのかを把握するとか、人事では査

定をするとか、天才は要らない、当たり前の

ことが何なのかわかっていて、そこに復元し

ようとするチームがいるだけで会社は変わ

る」と、こういうコメントを述べておられる
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んですけども、私は今の国もそうですし、公

会計はこの当たり前のことができていない国

なり地方自治体だなというふうに感じてござ

います。といいますのは、そもそも給与の後

払いで、そのときにもう費用は発生している

んですね。費用は発生していて、それを本来

は収入の中から経常経費としてさっ引いた上

で、きのうも説明があったように政策的経費

に当てるべきなんですね、本来は。ところが、

そうじゃなくて費用はそのまま本来差し引く

べき費用を差し引かずに政策的経費を使って

いる。これは何かといいますと、負担の先送

り、将来世代に対するツケ回しなんです。 

 これは前にもここの議場で紹介したことが

あると思うんですけども、大分県の臼杵市の

後藤市長がいらっしゃったんですけども、こ

の方は、国の言うことをそう信用したらいか

んよということをおっしゃっていて、どうい

うことかというと、国は商売をするときに相

手をよう見やなあかんと。相手の信頼といい

ますか実績を見たときに、手形のジャンプを

しているような会社は取引したら貸倒金にな

る可能性が高いよということをおっしゃった。

今、国はまさしく手形のジャンプをしている

んだと。本市も一緒なんですね。今６月議会

で退職の特別の借金をしましたですね。退職

金を払えないので、また借金をしたと。２億

7,000万円ほどしたということなんですけど

も、これもまさしく見えない借金、債務です

ね。隠れた債務、あるいは先送りされた債務、

あるいは手形と言ってもいいかもしれません

けども、手形のジャンプが、これはもう危な

い企業の典型の経営の仕方なわけで、そこを

やっぱり国も含めて自治体ももっと認識せな

あかんと思うんですね。 

 今まで積み立てしてないので、先ほどご答

弁いただいた72億円から71億円、これは本市

の税収に相当する金額ですけども、今さらど

うこうせえといっても、そんなことできませ

ん。できませんけども、ただ毎年必要になっ

てくる部分というのはあるわけですよ。これ

は先ほど答弁いただいた計算上約５億2,000

万円という部分があります。きのうあった枠

配分方式の中でも、本来政策的経費に使える

お金というのは、いわゆる経常経費の中にこ

の５億2,000万円は入るんですよ。その５億

2,000万円を経常経費の中に入れて、それで残

ったのが政策的経費に使えるんですわ。それ

を手形をジャンプしまして、将来世代に先へ

延ばしましてツケを回しまして今の住民の要

望にこたえていっているというのが、今のこ

の橋本市の財政運営のあり方なんですわ。こ

ういうことをしていると、私は実感として言

えるのは、財政再建は永遠の逃げ道であると、

こういうふうに思いますね。本当に必要なお

金をきちっと、ここで秋池さんがおっしゃっ

ているように、これは企業でいうと損益です

けども、当たり前のことを当たり前にやるこ

となんですよ、企業再生は。本市の財政再建

も当たり前のことを当たり前にすること、こ

れができてないからいつまでたっても財政再

建は永遠の逃げ道になっておるんです。とい

うふうに私は思います。 

 少なくともこれまでの引当分は無理にしま

しても、毎年必要となってくる引当金という

のは経常経費として積んでいくべきであろう

し、それから先ほどおっしゃられましたバラ

ンスシートであったり、それから行政コスト

計算書の作成につきましても、これを入れな

いとちゃんとしたものにならない。私、言葉

は悪いかもしれませんけども、粉飾決算に近

いものにしかならない。今の本市の予算、こ

れは本市だけでなくて国自体がそうなんです

けども、粉飾決算をしとるのと一緒なんです

わ。だから、その点をよくよく踏まえた上で

財政運営をしていってくれないといかんなと
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いうふうに思ってございます。案外退職金の

借り入れというか退職金を払うための起債を、

退職金の支払いの平準化ということで安直に

考えられておられるように私は感じるんです

けども、そういうことじゃない、これは企業

でいいますと、もう手形のジャンプですわ。

ツケを先に回しとるだけの話です。こういう

ことをしていると、いずれ自転車操業は立ち

いかなくなるというふうに思いますので、こ

れは財政の基本方針について、ちゃんと費用

は費用として経常経費として計上して、そし

て、その残ったお金でやりくりをしていくの

が私どもにゆだねられている責任であろうと

いうふうに思いますので、市長のご見解をお

尋ねいたします。 

○議長（中上良隆君）市長。 

〔市長（木下善之君）登壇〕 

○市長（木下善之君）中西峰雄議員の再質問

についてお答えをいたしたいと思います。 

 お説のような、経費は経費というんですか、

普通一般の企業でありますと退職給与引当金

等の積み立てというものは、これはもうすべ

てちゃんとつくられた上での決算をしておる

のが、これは事実であります。やはりそうい

う市民感情ということを過去には懸念をした

中で、あまり退職給与引当金を何億円も積ん

でいくということについてはということはい

かがなものかということも耳にしたことがあ

るんです。しかし、やはり経費は経費として

きちっと積んで明らかにしていくという考え

方も非常に大事だろうと思うんでございます

けれども、現時点の一、二年はなかなか厳し

い状況にありますので、猶予はならんわけで

ありますので、ある程度の早期安定の暁には、

そういうしかとしたことを組み立てていくと

いう考え方が大事であろうと思っております。 

○議長（中上良隆君）５番 中西峰雄君。 

○５番（中西峰雄君）時間がないので一言だ

け申し上げておきます。今、私ども、市長も

そうですし私ども議員も市民の負託をもって、

それにこたえるべくこの議場におるわけでご

ざいますけども、それは将来世代にツケを回

す権限はございません。その点だけよく踏ま

えていただきたいなと思いますので、これだ

け一言申し上げて次に移らせていただきます。 

 次は市民の意見を聞く（仮称）市民会議に

ついてということでございますけども、これ

はいろいろあって話の筋立てを先ほど変えた

もので、うまく言えないんですけども、難し

いです。確かに難しい。そのまちの熟度とい

うこともございますし、そのまちの歴史とか

いうのも絡んでくるかなと思いますし、ある

いは議会制民主主義の屋上屋という議論もご

ざいます。ただ、私はここで先ほどの秋池さ

んのコメントをもういっぺん紹介させていた

だきますと、再生機構の話なのでそのまま当

てはまるわけではございませんけども、参考

になるかなと思いますので紹介させていただ

きたいんですけども、こういうことを言って

ます。「地方の場合、関係者の顔が見え過ぎて、

にらみ合いで話が前に進まないケースが多い。

問題に気づいているのに、だれも当たり前の

ことを言い出せないときに、第三者として機

構が介在する余地はあると思う。」 

 これはまさしく自治体、我々の市町村とい

う本当に顔の見えるところで行政サービスを

展開している我々にとっても同じ当てはまる

言葉かなというふうに思いまして、この市民

会議もそうですし、第三者的な立場あるいは

こういう経営コンサルタントというような方

を中に入れるということも一つかもございま

せんけども、中だけでやっているとなかなか

前向いていかないという現実があろうかと思

います。例えば例を挙げますと、補助金の削

減といいますか優先順位等でも、これは皆さ

ん住民がよかれと思ってやってほしいという
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ことでご要望されているものでございまして、

これを市長部局なり私ども議会だけで優劣を

つけていくということについては、なかなか

困難な部分もあろうかなというときに、こう

いう市民会議等でそういう位置づけをしてい

ただくとか、あるいは公共工事についてもそ

うでして、公共工事の優先順位というものに

ついてなかなか調整が難しいことが多々ある

わけですけども、そういうときに全市的な立

場から市民の方の答申をしていただくという

のも必要なことであろうというふうに思いま

すので、この点については、なかなか今の体

制の中で市長にご決断を求めても難しいとこ

ろがあろうかと思います。私は市長と違いま

すし、この程度にとどめたいと思いますが、

私が言いたいのは、民主主義あるいは議会制

民主主義というものにはやはり限界がありま

すと。限界がありますし、特にこういう市町

村の行政ということについては本当に顔の見

える地域社会の中での行政展開であるという

ことの中で、本当にそれがプラスの面でいい

ますと、きめの細かい実態に即したサービス

を展開できるという利点でもあるんですけど

も、なかなか先ほどの秋池さんの言葉にいう

ように、わかっていても言えない社会という

のもあるわけですね。だから、それをそうい

う政治的な絡みに縛られない住民の方のご意

見を聞くというシステムをぜひこしらえてい

ただきたいなと。 

 そして、私が思いますのは、市の職員も大

変優秀な方が多うございますし、私も知らな

いところが多々ございますけども、市民の方

の中には本当に優秀な方がたくさんいらっし

ゃる。そういう優秀な方、あるいはまちをよ

くしたいという意欲のある方がたくさんいら

っしゃるので、この方たちを参加の意識を持

ってこの橋本市の行政の中に参加していただ

くということも本当に必要なことであろうと

思いますので、これももうご答弁要りません。

そういう考え方でございますので、今後のお

考えの一助にしていただければ幸いでござい

ます。 

 終わらせていただきます。 

○議長（中上良隆君）これをもって、５番 中

西峰雄君の一般質問は終わりました。 
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